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　この報告は経済農業協同組含連合会の機能について
のものである。最近いくつかの県の経済連に注目すべ
き動ぎが出てきた。経済連が県の農業経済発展の担当
者的役割を演じるようになってきたのである。なぜそ
れが注目に値いするのか。
　従来経済連は，ともすれば一種のトソネル機関，特
に食管制度にあぐらをかいた手数料取得機関とみられ
がちであった。一方単協の合併が進み規模が拡大して
きた。それにつれ県連を廃止して単協と全国連を直結
する，いわゆる2段階制をとるべしとの意見が強まっ
てきた。このように経済連機能の停滞が一般化してい
るなかで，農業経済発展のにない手たろうとするもの
が現われて来たとすれば，それは確かに注目に値いす
るものといわなければなるまい。
　こうした動きは特に果実生産県にみられるが，旧開
地と新興地とでは多少様相をことにしているようであ
る。前者には多く専門農協が強固な地盤を築いてお
り，総合農協の連合会である経済連は，それと妥協す
るか闘争をするか，何れかの道をえらぶしかない立場
に置かれる。長野県経済連は，傘下の単協を通じてり
んご新植地域の集荷につとめ，専門農協の連合会であ
る長野県園芸連との対立を深め，仲介を得て遂に両者
の合併を実現，新たに事業連の設立に成功した。こう
して長野県のりんご・梨などは，実質的には経済連で
ある事業連によって一元的に統制されることになっ
た。
　一方最近急速に発達してきた新興県では，経済連が
統一’・的に集荷販売に当っている。その際例えば山口県
のように，柳井港にみかんのマンモス共選場を設置
し，ほとんど全県産のみかんを集めるなど，計画的に
事業の発展を期している場合が多い。何れにしても果
実のように大量でありかつ規格化の容易な商品を生産
する県の経済連は，その機能の活発化をはかる契機を
つかんだようである。それにもかかわらず現在は未だ
事態極めて流動的であり，将来例えば静岡県のよう
に，集荷販売は専門農協にゆだね，それと併存するよ
うな立場に立たざるを得ないということもあり得る。
果樹県の経済連にまつわる事態の推移は興味深い。し
かし，それを記述する余裕がない。別に機会を得たい
と思っている。
　問題は一般的な農業地域における経済連の機能なの
である。この場合は前述の通り，多くその存在理由に
疑問をもたれている。ところが例えば香川県の経済連
のように，特異な活動を展開しつつあるものもある。
ここでその概略を紹介し，経済連の機能に関する将来
的展望に資したいと思うQ
　香川県経済連は，農協の機能に関して一つの理解を
もち，それに基づいて一つの運営方針をたてている。
参事の表現をかりて具体的にいえば，　「生産と流通に
関しては農協，加工その他それからはみ出す事業は会
社で」となる。紙1嘔の関係で経過，背景等の記述を省
略し，申請中，計画中を含め現在経済連の関係する企
業を列挙すると次の通りである。もちろん全部株式会
社である。
　購買部関係
　　東亜農薬，朝日肥料，農協飼糧，農協建設（計画中）
　　協同不動産（計画中），協同運輸（申請中），全運観光，
　　開拓会館
　農産部関係
　　高松青果荷受（計画中），日本ビート種子，讃岐酒類
　　工業
畜産部関係
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　　協同食品，日本酪農
　以上のうち建設，不動産には信連，共済連との，酒
類工業には信連との協力関係がみられる。また出資の
状態には種々あり，経済連一本のもの，他の企業との
合弁によるものの別がある。何れにしても広範囲にわ
たって関連事業を網羅していることは事実である。単
に網羅しているというにとどまらない。株式会社を設
立することによって，他の経済連が行わないような事
業を積極的に実施しつつある，というべきであろう。
　香川県経済連が示しつつある成果は，日本の農協に
極めて重要な問題を提起した。資本主義経済社会にお
ける農協の機能に関して，重大な問題提起がなされた
とみるべきであろう。かつてリーフマソは，問題なの
は法的な外装でなくその機能であるといったが，日本
の農協は，いま本格的にリーフマン的問題に直面する
こととなったわけである。
　前記企業は形式的には株式会社であるが，実質的に
は経済連と一体のものとみなされている。香川県経済
連が示すところでは，前記事業は農協としてよりも株
式会社として行う方が有利である，というのである。
挙げるところの理由は次の通りである。（1）他人資本の
利用が容易である。（2）取締役の権限の方が大きいので
，企業活動が容易である。③事務の迅速な処理が可能で
ある。（4）現業労務者の管理が容易である。　（経済連の
給与規定，就業規則は事務職員本位にできているた
め，漸たに規定，規則を作成しない限り現業労務者を
事務職員同様に扱わなければならないこととなる。そ
れでは生産能率があがらない。といって別途の規定，
規則を作ることは労働組合の関係で事実上不可能）
　こうして会社の方が有利であるとしても，株式会社
は利潤追求を行う資本主義的企業である。組合員の利
益に反するのではないかという疑問が出てくる。然し
会社が利益をあげれば，配当の形でそれが経済連に還
元されてくる。従って農協組合員である農業者の利益
にもなる。農協と株式会社両者の利点を手にしなが
ら，農業経済発展の担当者たろうとする。これが香川
県経済連の意図するところなのである。
　こうした意図に関して詳細な考察を加える余裕がな
くなったが，若干の問題を指摘することはできる。こ
うした傾向が進めば経済連は，あたかも一個の持株会
社に化する可能性がある。生産指導はほとんど経済連
の手を離れてしまっている。それはそれでよしとし
て，農機具サービスセンターも決して企業化されない
性質のものではない。農機具メーカーに既にその構想
がある。いまのところ生産資材，生活資料の流通面を
経済連自身が担当し，市価よりも安く農業者に提供し
得る態勢にある。しかし，そうした配給部門担当の株
式会社もまた，設立が可能なのである。米の取扱いも
また同様である。それらの株を経済連が所有する。完
全な持株会社経済連が出現することになる。その時経
済連を，農協として捉えることができるものなのかど
うか。
　農業者の組織は農協でなければならない，という立
場で経済連の持株会社化を問題にしているのではな
い。農協には独自の理念と機能がある。それは本来出
るべくして出てくるものなのである。ところがその経
済連が持株会社化するということになると，その場合
の経済連の機能をどのように理解すべきか，というこ
となのである。香川県経済連のあり方は，農協の機能
について再考すべき問題を提起しているようである。
もちろん農協組織が解体するであろう，などといって
いるのではない。農協体制がますます深化していくで
あろうことは，既に別の機会で詳述した。ただ現実の
資本主義的企業競争のなかで機能する農協からする
と，その組織，さらに農協法の再検討を必要とする，
といった事情が生れてきているのではないか，という
ことなのである。
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